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上越保健所管内感染症患者発生状況 
（8月27日現在） 

ＰＣＲ検査実施件数 15,780件(前週＋722) 
 管内陽性件数     260件(前週＋53) 
 上越市内陽性件数   222件(前週＋52) 
 陽性率      1.648％(前回1.375％) 

 ９月定例議会には、合計25本の議題が提案

されています。そのほかにも、市民から３つ

の請願が出されており、２日から審議が始

まっています。 

 さて、市長提案の一つに、｢消防団の定員見

直し｣があります。上越市消防団の現在の定員

は3,840人ですが、現在の団員数は3,698人

で、かなりの定員割れとなっています。条例

による定員は、これまでも何度か変更されて

きましたが、今回も実態に合わせて3,710人と

する改定案が提案されています。 

 消防団員数は、人口減少を反映して年々減

少の一途。出動面積は変わりませんので、仕

事のきつさは年々増し、なり手不足に拍車を

かけているのではないでしょうか。 

 消防団は、市民の命と財産の守り手とし

て、重要な役割を果たしており、災害などの

際には最も頼りになる組織の一つであるだけ

に、全体の活動に支障がないよう、必要な人

数が確保されることを祈るばかりです。 

 

 

 

 昨年来の新型コロナウイルス感染症拡大

で、全国各地の医療体制はひっ迫していま

す。日本医師会長が、｢競争や効率重視の

新自由主義の影響が医療機関にも及んでい

る｣｢病床が９割くらい埋まらないと採算が

取れない仕組みなので、非常事態が起きる

とすぐにお手上げになってしまう｣｢感染症

が流行した時に対応できる病床を維持して

おくべきだ。厚労省の再編･統合の方針は

見直しが必要ではないか｣(2020/5/27毎日

新聞東京夕刊)と述べています、そう述べ

ざるを得ないのが医療現場の実態です。 

 しかし、県は、新型コロナウイルス感染

症拡大を経験し、医療体制のぜい弱さが明

らかになった今もなお、県行財政改革の一

環として、国に追随し、医療費抑制政策を

推進しています。 

 また、国は｢公立･公的病院｣の再編･統合

や民営化、｢地域医療構想｣による病床削減

の方針について見直しすらしていません。

それどころか、2021年５月には、病床削減

推進法(医療法等改定案)で、さらなる医療

削減へ突き進んでいます。 

 その主な内容は････ 

＊ コロナ禍で明らかになった病床、医療

従事者、医療機器不足を省みることな

く、ひたすら病院統廃合と病床削減へ。

しかも、消費税が財源の病床削減補助金

を法定化。本末転倒な政策。 

＊ 医師の長時間労働を規制するとしなが

ら、抜本的に医師を増やす計画なし。年

1860時間(過労死ラインの２倍)の時間外

労働を容認する医師の需給計画を前提に

している。 

＊ 2023年度から医学部入学定員を減らす

政府方針。医師以外の職種への｢タスク

シフト｣(業務移管)を行う計画。医療の

質・安全性が脅かされかねない。 (続く) 

 10月の市議会議員補欠選挙への出馬を明らか

にしたいわさわ健さんは、元気に市内各地をま

わり、自らのお店のお客さんや同業者、若い人

たちなどに支持を訴えています。 

 ｢コロナ対策としての支援は、経営者だけで

なく働いている従業員や関連業者など全員を

対象にすべき。困っている人全員を助けた

い｣と熱く語っています。 
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